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1.研究の背景と目的

　我が国では人口減少が進んでいる。特に地方小都市では、

若年層が大都市圏に流出する人口移動により、人口減少が深

刻化している。一方、人口規模に見合った都市規模を形成す

るためにコンパクトシティ計画に取り組んでいるが、その計

画が人口減少の抑制に効果があるかは明らかにされていな

い。そのため、市外転出及び市内転入の決定要因を明らかに

し、コンパクトシティ計画に反映する必要がある。以上より

本論では、人口移動の決定要因を把握し、人口減少を抑制す

るためのまちづくり方策を明らかにすることを目的とする。

　本論では、特に人口減少が著しく、自然減より社会減が人

口移動に対する影響度が高くなっており(図1)、かつ集約型

コンパクトシティ計画*1に取り組んでいる北海道夕張市(図2)

を対象とし、人口減少を抑制するための方策を明らかにする

ことで、夕張市の計画に貢献する。

2.研究の方法(図4)

　本論では以下の４点を行っ

た。①夕張市において人口移

動の可能性が高い転機とし

て、清水*3が示している４つ

の転機（進学／就職／結婚／

退職）を参考とし、また市役

所へのヒアリング調査では、子育て世帯の人口移動が深刻で

あることが見えたことから「出産」を加え、夕張市において

人口移動の可能性が高い５つの転機の整理し、人口移動の要

因を捉える６つの世代(図3)に分類した。それを元に、地方

版総合戦略策定委員会に関係する市民、及び市外からの通勤

者を調査対象者として選定した。②①で選定した対象者にヒ

アリング調査1)を行い、市民に対して定住2)/市外転出3)の意

向及び市外からの通勤者に対して市内転入4)/継続5)の意向(図

6)を把握した(図6)。特に、通勤者の過半数が建設業と製造

業であることから(図1[Ⅱ])、通勤者に対するヒアリング調

査は建設業と製造業を中心に行った。③夕張市が行ったアン

ケート調査*4から、定住/市外転出/市内転入/継続に対して関

心がある項目を把握し、ヒアリング調査から、市外転出及び

市内転入に対する決定要因を把握した。さらに双方を比較し

４つに分類(図5)することで、人口移動の決定要因を明らか

にした(図7)(図9)。 ④以上から、方策の優先度及び具体的

な整備内容を把握することで、人口減少を抑制するための方

策と可能性を明らかにした(図8)。

3.人口移動の決定要因(図7)

　ヒアリング調査及びアンケート調査の結果を、文献*5*6の8

つのQOL;　医療・福祉　教育　利便性　コミュニティ　余暇

住環境　経済　地域性6)　で分類した。アンケート調査から

は、対象人数が多く傾向が読み取りやすいが、QOLの関係性や

優先度が明確ではない特性を考慮し、人口移動に対し関心の

あるQOLを把握した。一方、ヒアリング調査からは、アン

ケートとは反対の特性を考慮し、人口移動の決定要因を把握

した。関心のあるQOLと決定要因になるQOL(図4[Ⅱ])より、

８つのQOLを以下の４つに分類7)した(図5)。

3-1.市民及び通勤者の人口移動意向(図6)

　市民を対象としたアンケート調査より、①中学生では31％
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図2　夕張市の概況及び人口移動の状況

図1　道内市町村の自然増減・社会増減の影響度
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の定住、80％が就職後の市外転出の意向を示しており、全世

代において最も市外転出の可能性が高い。また、高校進学時

の市外転出をきっかけに就職も市外でしたいと考えている場

合が多い。②高校生では23％が定住、74％が市外転出の意向

を示している。③働き世代(単身世帯)では40％が定住、60％

が市外転出の意向を示している。④働き世代(夫婦のみ世帯)

は35％が定住、65％が市外転出の意向の意向を示している。

⑤働き世代(子育て世帯)は43％が定住、55％が市外転出の意

向を示している。⑥高齢者は77％が定住、20％が市外転出の

意向を示しており、全世代で最も定住する可能性が高い。

　通勤者を対象としたアンケート調査より、働き世代は25％

が市内転入、73％が継続の意向を示しており、職場が夕張市

内であってもしない転入につながりにくいことが分かる。

3-2.市民の市外転出の決定要因(図9)

　『関心は高いが、決定要因にならないQOL』は、　利便性

と　余暇 である。決定要因にならない理由として　利便性

では、買い物や交通に対する関心は高いが、周辺市町村まで

買い物に行くことを楽しみにしていることや自家用車を持っ

ているため交通に不便を感じないといったことが挙げられ

る。　余暇　では、関心は高いが、休日に札幌等周辺の都会

まで遊びに行くことを楽しみにしているため満足していると

いったことが挙げられる。一方、『関心も高く、決定要因に

なるQOL』は、　医療・福祉　教育　経済 である。決定要因

となる理由として　医療・福祉　では、④働き世代(夫婦の

み世帯)が出産に関する助成金等経済的支援がないことに不

満を感じていることが挙げられる一方で、⑤働き世代(子育

て世帯)は子どものための医療に対して関心は高いが周辺市

町村の小児科を利用することが多く、決定要因にはならな

い。　教育　では、①中学生及び⑤働き世代(子育て世帯)は

市外の高校に進学するため、学生１人もしくは家族全員で市

外転出すること、③働き世代(単身世帯)及び④働き世代(夫

婦のみ世帯)は将来子どもができた時のことを考慮し家族・

子どもができる前に市外転出することが理由として挙げられ

る。　経済　では、①中学生は夕張での就職に漠然とした不

安や希望の就職先がないといった不満を抱えていること、④

働き世代(夫婦のみ世帯)及び⑤働き世代(子育て世帯)は正規

の働き口がないことや家族を養っていくための十分な収入が

得られないこと、税金や公共料金の経済的負担が家計を圧迫

していることが理由として挙げられる。また、特に　教育 

は①中学生、③働き世代(単身世帯)、④働き世代(夫婦のみ

世帯)、⑤働き世帯(子育て世帯)といった多くの世代に共通

するため、市外転出の最も重要な決定要因である。

3-3.通勤者の市内転入の決定要因(図9)

　『関心は高いが、決定要因にならないQOL』は 余暇 であ

る。決定要因にならない理由として、多くの世代にとって関

心は高いが現在住んでいる地域よりも都会へ遊びに行くこと

を楽しみにしていることが挙げられる。一方、『関心も高

く、決定要因になるQOL』は、医療・福祉 利便性 住環境 で

ある。決定要因になる理由として、　医療・福祉　及び　利

便性　に関してはあえて周辺市町村に住んでいる人達にとっ

て充実度が高いことが重要であり、通勤できる範囲で両者が

最も便利なところを求めていることが理由として挙げられ

る。　住環境　では、夕張市は市営住宅が多いため中間収入

所得者が収入制限により市営住宅に入ることができず、また

民間賃貸住宅の家賃も高いため入ることができないことが理

由として挙げられる。特に、住環境 は市内転入希望者に共

通しており、市内転入の最も重要な決定要因である。また、

『関心は低いが、決定要因になるQOL』は 教育 である。利

便性　や　医療・福祉　に関心が集まりやすいため　教育　

への関心は低く思われがちだが、子どもの将来を考えて　教

育　を重視する世帯は多く、決定要因となる。

3-4.市民の市内定住

　市内定住の決定要因は、経済　住環境　コミュニティ　で

ある。理由として、　経済　では職場が市内にあること、住

環境　では市内に持ち家を保有していること、コミュニティ

　では幼い頃が住んでいて知り合い・親族・友達が多く、近

所付き合いも盛んであるといった人間関係が良好であること

が理由として挙げられる。特に　コミュニティ　は⑥高齢者

や夕張市で生まれ育った働き世代の市内定住において重要な

決定要因である。 

3-4.通勤者の市外継続

　市内定住の決定要因は、　利便性　医療・福祉　住環境　

コミュニティ　である。理由として、　利便性　では札幌・

千歳市等の都市が近いことや日常の買い物が充実しているこ

と、　医療・福祉　では子どものための医療や緊急時に対応

できる医療が整っていること、　住環境　では　持ち家を保

有していること、　コミュニティ　では家族・親戚・知人が

いることが挙げられる。

4.人口減少を抑制するための方策と可能性(図8)

　ヒアリング調査から、決定要因になるQOLの具体的な内容

(図5ⅰ)を示した。それらより人口減少を抑制するための方

図6　アンケートとヒアリング結果の概要
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策(図5ⅱ)と可能性(図5ⅲ)を明らかにした。

 夕張市の拠点形成において、5つの人口移動の決定要因　教

育　住環境　医療・福祉　経済　利便性 を総合的に整備し

ていく必要がある。余暇 については、関心は高いが決定要

因にならないため、優先度は低く、なるべく市外の機能で補

うべきである。

　総合的に整備すべき５つの人口移動における決定要因の中

でも、市民の市外転出及び通勤者の市内転入において最も重

要な決定要因は最も優先して整備する必要がある。次に、通

勤者の市内転入促進に比べ市民の市外転出抑制の難易度が低

いことから市民の市外転出の決定要因は優先して整備する必

要がある。

　教育 優先度：市外転出抑制に最も重要であり、市内転入

の決定要因でもある。そのため、最も優先して整備する。整

備内容例：[拠点]部活動の充実や専門学科の整備等、夕張市

内の中学卒業後の進路を充実させる。/塾や習い事等の教育

関連施設を充実させる。/放課後の居場所や安全な公園と

いった子どものための場所を整備する。[市内]保育料の値下

げといった子育て世代への経済的支援を充実させる。[市外]

スクールバスの整備や定期代の値下げといった自宅から市外

高校へ通うサポートをする。可能性：市民では中学生、働き

世代(単身世帯)、働き世代(夫婦のみ世帯)、働き世代(子育

て世帯)の市外転出抑制、通勤者では働き世代(単身世帯)、

働き世代(夫婦のみ世帯)の市内転入促進に効果がある。

　住環境 優先度：市内転入の促進に最も重要であり、最も

優先して整備する。整備内容例：[拠点]家賃の安い民間賃貸

住宅等の中間所得者向けの住宅を整備する。/独身向けのア

パートや子育て世帯向け戸建て住宅等の世帯状況に対応した

住宅を整備する。可能性：通勤者の働き世代(単身世帯)、働

き世代(子育て世帯)の市内転入促進に効果がある。

　医療・福祉 優先度：市外転出及び市内転入の決定要因で

あるため、優先して整備する。整備内容例：[拠点]小児科等

の子どものための医療を整備する。[市内]出産への経済的支

援をおこなう。[市外]市外の病院との連携によって緊急時の

医療や専門的医療を充実させる。可能性：市民では働き世代

(夫婦のみ世帯)の市外転出抑制、通勤者では働き世代(単身

世帯)、働き世代(夫婦のみ世帯)、働き世代(子育て世帯)の

市内転入促進に効果がある。

　経済 優先度：市外転出の決定要因であるため、優先して

整備する。整備内容例：[拠点]主婦が子育てをしながら働く

ことのできる職場といった雇用環境を整備する。[市内]税金

や公共料金等の経済的負担を軽減させる。可能性：市民の中

学生、働き世代(単身世帯)、働き世代(夫婦のみ世帯)、働き

世代(子育て世帯)の市外転出抑制に効果がある。

　利便性 優先度：市内転入の決定要因であるが、市外転出

の決定要因にはならないため、優先度は低い。整備内容例：

[拠点]日用品を扱う夜間も営業しているスーパーや薬局と

いった最低限の整備をおこなう。[市外]その他の品目は市外

の店舗と連携し補う。乗り換えをなくしたりバスの便数を増

やすといった周辺市町村への公共交通を整備する。可能性：

通勤者の働き世代(単身世帯)、働き世代(夫婦のみ世帯)、働

き世代(子育て世帯)のに効果がある。

　本研究は、2015年度科学研究費挑戦的萌芽「空き家を活用

した市街地集約化による縮小型コンパクトシティ形成手法の

構築」(代表：瀬戸口剛)の助成を受けた。

【参考文献】*1 夕張市：夕張市まちづくりマスタープラン　*2 夕張市：夕張市
人口ビジョン及び地方版総合戦略第一回策定委員会資料　*3 清水昌人 : 近年
の人口移 動理由 (2001.3）*4 夕張市：夕張市地方人口ビジョン及び地方版総
合戦略策定に向けたアンケート ( 中学生 / 高校生 / 市民 / 通勤者 )　*5 長尾美
幸：地方小都市における住民の生活意向に基づいた集約型都市像の計画研究
2010 年度卒業論文 )　*6 瀬戸口剛他：集約型都市に向けた住民意向に基づく
将来都市像の類型化 - 夕張市都市計画マスタープラン策定における市街地集約
型プランニング
【注釈】1) 日程：2015 年 9 月 1 ～ 3日、9～ 11 日、16 ～ 18 日 / 対象：67 名 ( 市民：
52 名、通勤者：15 名 )　2) 定住は市内居住者が住み続けることと定義する　
3) 市外転出は市内居住者が流出することと定義する　4) 市内転入は市外居住
者が市内に移り住むことと定義する　5) 継続は市外居住者が転入しないこと
と定義する　6) アンケート調査及びヒアリング調査から地域性は抽出されな
かったため、以後の分析で除外する　７ ) 各世代ごとで複数の分類が抽出され
たときは、『関心は高く、決定要因になる QOL』『関心は低いが、決定要因にな
る QOL』『関心は高いが決定要因にならない QOL』『関心は低く、決定要因にな
らない QOL』の順に優先して分類を決定する

図8　人口減少を抑制するための方策と可能性
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ⅰ.ヒアリング調査により抽出された居住環境の条件 ⅱ.人口減少を抑制するための方策 ⅲ.可能性
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⑴中学卒業後の進路を充実させる《拠点》
　・夕張高校の存続・充実させる
⑵教育関連施設を整備する《拠点》
　・塾を整備する ・習い事を整備する
⑶子どものための場所を整備する《拠点》
　・放課後の居場所や公園を整備する
⑷保育関連を充実させる《市内》
　・保育料の値下げをする
⑸自宅から市外の高校へ通うサポートをする《ネットワーク》
　・公共交通を整備する
　・定期代を安くする

⑻子どものための医療を整備する《拠点》
　・小児科を整備する
⑼出産の環境を整備する《市内》
　・出産に関する助成金を交付する
⑽⑾市外の病院と連携する《ネットワーク》
　・専門科を市外の科も含めて総合的に整備する
　・緊急医療の連携をする

⑹中間収入所得者の住宅を整備する《拠点》
　・市営住宅の規制緩和をする
　・安い民間賃貸住宅を整備する
⑺世帯に対応した住宅を整備する《拠点》
　・独身向け、子育て世帯向けに整備する

⒂日用品を買う場所を整備する《拠点》
　・夜遅くまで食品を買える場所を整備する
　・薬局を整備する
⒃市外の店舗と連携する
⒄周辺市町村の公共交通を整備する《ネットワーク》

⑿雇用環境を整備する《拠点》
　・正規職の働き口を整備する
⒀経済的負担を軽減する《市内》
　・税金・公共料金を安くする
⒁仕事環境を充実させる《市内》
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人口減少を抑制するための方策と可能性
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図9　アンケート結果とヒアリング結果の比較及び人口移動の決定要因

{ 決定要因になる項目 }
【教育】
最も重要視すべき決定要因。①中学生 : 市外の高校に進学する為、一人もしくは世帯全員で市外に転出。③
働き世代 ( 単身世帯 ) 及び④働き世代 ( 夫婦のみ世帯 )：子どもが出来た時、子どもの選択肢を増やす為、
事前に転出。⑤働き世代 ( 子育て世帯 )：子どもの選択肢を増やす ( 主に高校進学の選択肢 ) ために転出。
【経済】
決定要因。①中学生：夕張での就職に不安を感じて転出。④⑤働き世代：家族を養うだけの収入が得られ
なかったり、税金や公共料金が高いといった経済的負担を減らすために転出。
【医療・福祉】
決定要因。④働き世代 ( 夫婦のみ世帯 )：出産の支援がないことに不満を感じて転出。⑤働き世代 ( 子育て
世帯 )：子どもの医療に関心は高いが決定要因にはならない。
｛決定要因にはならない項目｝
【利便性】
決定要因にはならない。多くの世代：関心は高いが、市外まで買い物に行くことを楽しみにしていたり、
自家用車を持っている。
【余暇】
決定要因にはならない。多くの世代：関心は高いが、市外まで遊びに行くことを楽しみにしている。

：『関心は高く、決定要因になるQOL』( アンケート≧5割、ヒアリング≧5割 )
表の数字　例）15：対象 151 名
　　　　　例）40(25%)：40 名が回答 ( 全体の 25%)
　　　　　例）57/115(50%): 全体で 115 名いる中で、57 名が回答 ( 全体の 50%)

：『関心は低いが、決定要因になるQOL』( アンケート＜5割もしくは選択肢なし、ヒアリング≧5割 )
：『関心は高いが、決定要因にならないQOL』( アンケート≧5割、ヒアリング＜5割 )
：『関心も低く、決定要因にならないQOL』( アンケート＜5割もしくは選択肢なし、ヒアリング＜5割 )

凡
例

アンケートとヒアリング結果の比較

夕張市に住むための決定要因

ⅰ.市外転出の決定要因 ⅱ.市内転入の決定要因
｛決定要因になる項目｝
【住環境】
最も重要視すべき決定要因。中間収入所得者は市営住宅には収入制限で入居することができず、民間賃貸
住宅には家賃が高すぎて入居することができないため、市外に住まざる負えなかった世帯が多い。
【利便性】
決定要因。通勤者にはあえて周辺市町村に住んでいる世帯が多く、そういった世帯は買い物や交通の充実
しているを求める傾向にある。
【医療・福祉】
決定要因。通勤者はあえて周辺市町村に住んでいる世帯が多く、そういった世帯は利便性と同様に医療サー
ビスの充実しているところを求める傾向にある。
｛決定要因になる可能性がある項目｝
【教育】
決定要因になる可能性がある。子どもの選択肢が多いところで育ててあげたいと子どものための環境を最
重要に考える世帯が多い。
｛決定要因にならない項目｝
【余暇】
決定要因にはならない。関心は高いが住んでいる地域よりも都会に遊びに行くことを楽しみにしている。
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